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京都議定書第一約束期間における 

代替フロン等３ガスの排出量について 
 

平 成 ２ ５ 年 １ ２ 月 
経 済 産 業 省 
オゾン層保護等推進室 

 
１．総括 
 京都議定書第一約束期間（２００８年～２０１２年）における我が国の代替

フロン等３ガスの排出量削減目標は、基準年（１９９５年）における排出量約

５，１６０万トンに対し３，１００万トン。３９．５％削減を目指し取り組ん

できたところ。 
 
 ２００８年～２０１２年における平均排出量は産業界の自主行動計画に基づ

く取組み等により、２，４３１万トンとなっており、基準年比５２．９％削減

となり、削減目標を達成。 
 

１９９５年～２０１２年の代替フロン等３ガスの排出量推移 
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２．各分野の取組 
 ＰＦＣ及びＳＦ６の排出抑制が削減に寄与。ＰＦＣでは、半導体や液晶等の

電子部品の洗浄剤において、代替物質への転換（ＨＦＥ等）や設備構造を密閉

化することによる回収プロセスの導入等により、第一約束期間平均で基準年比

７９．４％削減を達成。また、ＳＦ６に関しては、半導体や液晶等の製造プロ

セスにおいて、代替物質への転換（ＮＦ３等）や除害装置（回収及び破壊）の

設置により、同基準年比８７．４％の削減を達成。 
 
 一方、ＨＦＣについては、ＨＦＣ製造時や断熱材等からの排出は削減されて

いるものの、冷媒分野においてオゾン層破壊物質（ＣＦＣ及びＨＣＦＣ）から

順次転換されているＨＦＣからの排出が増大したことにより、第一約束期間平

均で基準年比５．２％削減となったものの、近年の排出量は増加傾向にある。

冷媒分野においては今後も継続的・追加的な排出削減対策が不可欠であり、本

年６月に成立した特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関

する法律の一部を改正する法律（改正フロン法）において、具体的な対策を講

じる。 
 
参考 
 代替フロン等３ガスを含む我が国の温室効果ガス総排出量に関する京都議定

書の達成状況は、本年１１月１９日に公表された２０１２年速報値によると、

第一約束期間平均で基準年比－８．２％。これは、京都議定書の目標である基

準年比－６％を達成する見込み。 
 
 このうち、２０１２年の代替フロン等３ガスの排出量は、我が国の温室効果

ガスの排出総量のうち２．０％相当。これは基準年（１９９５年）のシェア（４．

１％）に比べて半減しており、我が国の温室効果ガスの排出削減に大きく寄与。 
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（出典：「2012 年度（平成 24 年度）の温室効果ガス排出量（速報値）について」（平成 25 年 11 月 19 日、環境省）） 

 
 


